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①－２基準地が共通地点(代表標準地等と同一地点)
である場合の検討
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店舗兼事務所 中高層の店舗兼事務所ビ
ル等が建ち並ぶ商業地域

半蔵門180 m

半蔵門駅通り沿いの商業地域 １６ｍ区道 半蔵門駅南方180 m

新型コロナ感染症の感染症５類移行に伴い、インバウンドを含む経済
活動も再開し、不動産セクターも明確な回復基調を示している。

店舗兼事務所用途に住居系用途の比率も高まりつつある地域であり、
価格帯などから底堅い需要も見込まれ、地価は上昇基調にある。

個別的要因に変動はない。

交通利便性、周辺環境が比較的良好な地域であり、建物の更新時には住宅系用途を含む建替えなども見られる。
今後も緩やかに住宅系用途の混在比率は高まってゆくものと予測される。
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　 額の決定の理由　　　
　 検証及び鑑定評価

(6)市場の特性

比準価格は市場で生起した取引事例を基礎とし、需給の趨勢を反映した実証的価格であり、収益価格は賃料水準、金利
動向等を反映した理論的価格である。対象基準地が実際の市場に公開された場合、多様な需要者層による様々な需要の
競合が予想される。よって両試算価格の有する説得力の程度は概ね同程度であると判断した。従って本件では両試算価
格を相互に関連付け、地価公示標準地との規準、指定基準地からの検討を踏まえて鑑定評価額を上記の通り決定した。

同一需給圏は隼町、番町、麹町など区内西部を中心とし、区内全域の商業地域ながら住居系用途建物の混在比率が高ま
りつつある地域に面的な広がりを有する圏域。主な需要者は一般事業法人、不動産業者、マンションデベロッパー、個
人を含んだ投資家等多岐にわたる。同一需給圏内においても品等は高めで、需要は底堅く推移している。市場での取引
の中心価格帯は１５０㎡程度の画地であれば概ね５億円前後程度と推測される。

①－１対象基準地の検討
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令和 5

令和 5 7 1

令和 5 7 5

千代田(都)　5 － 19 東京都 区部第１ 不動産鑑定士  小熊　忍

有限会社オグマ・アプレイザル・ファーム

令和 5 6 20

令和 5 7 3
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